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※掲載している情報は編集時点（12月16日）のものです。変更になっている場合がありますので、注意してください。

所得税･市県民税の申告
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▼事前に作成が必要な書類
▽�事業所得（営業、農業）・不動産所得の収支内訳
書
▽�医療費控除の明細書（受診者・医療機関等ごと
に集計したもの）
▼�次の書類は、2020年分であることを確認の上、
全て持参してください。
▽給与所得、公的年金等の源泉徴収票
▽各種控除に必要な証明書類
▼�次の項目に該当する方は、税務署または国税
庁ホームページでの申告をお願いします。
①土地、建物または株式等の譲渡所得のある方
②青色申告の方
③繰越損失のある方
④雑損控除のある方
⑤住宅借入金等特別控除のある方で初年度の方
⑥消費税、贈与税の申告
※�①から④に該当する方で、確定申告書の提出
が不要な場合は除く。

　上記の期間中、本庁・各振興局の申告相談会
場では｢３密｣を避ける新型コロナウイルス感染
症拡大防止対策を実施します。相当な待ち時間
が予想されるため、所得税の確定申告をする方
は、自宅等でのパソコンやスマートフォンによ
る申告をお勧めします。
　詳しくは、下記の｢税務署からのお知らせ｣を
ご覧ください。
　申告相談の日程や会場などについては、広報
とよおか２月号でお知らせします。
申告の際の留意事項と準備【早めの準備をお願
いします】

令和2年分（2020年1月1日〜12月31日）の
所得税の確定申告・市県民税の申告期間
２月16日（火）〜３月15日（月）
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▼ひとり親控除の創設および寡婦控除の見直し
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個人市県民税の主な改正内容
給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除へ
の振替
　働き方の多様化を踏まえ｢働き方改革｣を後押
しする等の観点から、特定の収入にのみ適用さ
れる給与所得控除額・公的年金等控除額をそれ
ぞれ10万円引き下げ、基礎控除の控除額が10万
円引き上げられます。
　なお、給与所得と年金所得がどちらもあり、
その合計額が10万円を超える場合、給与所得の
金額から次の式で計算した金額が控除されます。

控除額＝給与所得（上限10万円）＋公的年金等
雑所得（上限10万円）−10万円

給与所得控除の見直し
　給与収入が850万円を超える場合の控除額が、
195万円に引き下げられます。
　ただし、子育て・介護などへの配慮から、給
与等の収入金額が850万円を超え、次の①から③
のいずれかに該当する場合は、給与所得から次
の式で計算した額が控除されます。
①本人が特別障害者である場合　
②23歳未満の扶養親族を有する場合　
③�特別障害者である同一生計配偶者または扶養
親族を有する場合

控除額＝〔給与収入金額（上限1,000万円）−
850万円〕×10%

公的年金等控除の見直し
　世代内・世代間の公平性を確保する観点から、
公的年金等収入が1,000万円を超える場合の控除
額に195.5万円の上限が設けられます。
　また、上記の10万円引き下げに加え、公的年
金等に係る雑所得以外の合計所得金額が1,000万
円超2,000万円以下の場合10万円、2,000万円超の
場合20万円がさらに引き下げられます。

基礎控除の見直し
　基礎控除の控除額が10万円引き上げられます。
（再掲）
　また、合計所得金額が2,400万円超からは控除
額が次第に減り、2,500万円超で消失する仕組み
が設けられます。
合計
所得
金額

2,400万
円以下

2,400万円超
2,450万円以下

2,450万円超
2,500万円以下

2,500万
円超

基礎
控除額 43万円 29万円 15万円 0円

調整控除の見直し
　基礎控除が消失する合計所得金額が2,500万円を
超える方には、調整控除が適用されなくなりま
す。

給与所得控除等から基礎控除への振替に伴う主
な見直し
　同じ収入であっても、合計所得金額や総所得
金額等が10万円増加するため、配偶者･扶養控除
等および非課税措置についての所得要件が10万
円引き上げられます。
　また、青色申告特別控除（65万円）･家内労働者等
の事業所得等の所得計算の特例における必要経
費の最低保障額（65万円）が10万円引き下げられま
す。
　なお、青色申告特別控除については、電子申
告等一定の要件を満たす場合の特例があります。

ひとり親控除の創設および寡婦控除の見直し
　全てのひとり親家庭の子どもに対して公平な
税制を実現する観点から｢婚姻歴の有無による不
公平｣と｢男性のひとり親と女性のひとり親の間
の不公平｣を同時に解消するために、以下の措置
が講じられます（右ページの図を参照）
●ひとり親控除の創設
　婚姻歴や性別にかかわらず、生計を同じとす
る子（他の者の同一生計配偶者または扶養親族と
されているものを除き、総所得金額等の合計額
が48万円以下の者）を有する合計所得金額が500
万円以下の単身者について｢ひとり親控除｣（控除
額30万円）の適用対象となりました。 
●寡婦控除の見直し
　上記以外の寡婦については、引き続き寡婦控
除として控除額26万円を適用し、子以外の扶養
親族を持つ寡婦についても所得制限（合計所得金
額が500万円以下）を設けることとなりました。
※�ひとり親控除、寡婦控除のいずれについても、
住民票の続柄に｢夫（未届）｣｢妻（未届）｣の記載
がある者は対象外となります。

※�平成31年度の税制改正は令和2年度の税制改正
により見直され、児童扶養手当受給者（18歳以
下の児童の父または母）に限定されなくなりま
した。 

●個人市県民税の非課税措置の見直し
　�ひとり親もしくは寡婦に該当し、合計所得金
額が135万円以下である方は、個人市県民税の
非課税措置の対象となります。

《問合せ》税務課☎21-9045

令和３（2021）年度から実施

※掲載している情報は編集時点（12月16日）のものです。変更になっている場合がありますので、注意してください。
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